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１ ，はじめに―オバマ政権の医療改革の特徴

　２０１０年の３月２３日、アメリカの医療政策の歴史は、大きな転換点を迎えた。

オバマ大統領の署名により、長い間民主党にとって悲願だった、国民皆保険制

度の導入が決定したのである。２０世紀以降のアメリカの医療政策の歴史は、一

言でいえば、国民皆保険導入の試みの失敗の繰り返しであった、と言ってよい。

そのような試みは、主なものだけを挙げても、１９１０年代、１９４０年代、１９７０年代、

そして１９９０年代にそれぞれ存在したが、いずれも失敗に終わってきた。近年の

事例としては、１９９３年から９４年にかけて、クリントン政権が再び皆保険の導入

に挑戦したものの、失敗に終わったことが記憶に新しい。したがって、オバマ

政権がその実現にまでこぎつけたことは、アメリカの医療政策史を塗り替える、

画期的な意味を持つ。

　では今回、オバマ政権により導入が決まった国民皆保険は、どのような特徴

を有するのだろうか。改革の内容は多岐にわたる。しかし、その最も重要な柱

のひとつが、「保険加入の義務付け（�����������	����
�）」原則の導入にある点

は、疑いない。これは、アメリカ国民に対して、民間保険プランであれ公的な

プログラムであれ、何らかの保険への加入を義務付けるという原則である。そ

れは、既存の民間保険中心の医療制度を変革するものではない。むしろ、それ

に依拠したかたちで、無保険者の削減を図ろうとするものだ。保険に加入しな

い場合には、税的なペナルティが課される。多くの州で、自動車の運転手に対

して何らかの自動車保険に加入することが義務付けられているように、国民は

何らかのかたちで医療保険に加入しなければならない。まさに、この「保険加

入の義務付け」というアイディアにこそ、オバマ政権の医療改革の中核部分が

存在した。

　重要なのは、このように既存の民間保険中心の医療制度に依拠した「保険加

入の義務付け」案を採用している点からも明らかなように、今回導入が決まっ
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た国民皆保険制度が、日本やヨーロッパ諸国のそれとは大きく性格を異にする

点である。オバマ政権の医療改革は、たしかに政府が国民の保険加入を「強制す

る」ことによって、皆保険（に近い状態）を実現するという点では、「国民皆保

険」の導入を内容とする。しかし他方で、公的な医療保険ではなく民間保険を

中心としたものである点で、それは他の先進諸国の国民皆保険制度とは明確に

異なる。「その支持者たちが主張するところによれば、『保険加入の義務付け』は、

アメリカにおける公と民間からなるハイブリッド・システムを可能な限り効果

的に機能させるにあたっての、鍵となる存在である１」。「この計画の下では、

民間の保険に満足している人々は、それに加入続けることができる２」。このよ

うに基本的に既存の民間保険に依拠したものである点で、今回導入が決まった

国民皆保険は、まさに「アメリカ型」とでもいうべき、独特の制度といえる。

　では、今回の改革が、「保険加入の義務付け」というアイディアに依拠したも

のとなった背景には、いかなる要因が存在したのであろうか。実は、アイディ

アそれ自体の歴史は、１９８９年にさかのぼる。同年、保守系のシンクタンクであ

るヘリテージ財団のスチュワート・バトラーが、連邦政府がすべての国民に対

して保険加入を義務付ける、その際、保険に加入する経済的余裕のない貧困層

に対しては税額控除を提供する、というプランを提案したのである３。その後、

１９９３年から１９９４年にかけてのクリントン政権の医療改革の際には、民主党側の

改革案に対して、共和党のジョン・チェイフィーが、この「保険加入の義務付

け」というアイディアに依拠した代案を提出した。しかしその後、クリントン

政権の改革それ自体が失敗に終わったこともあり、同アイディアはいったんな
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りをひそめる。それが、今回のオバマ政権の医療改革において、新たにクロー

ズアップされ、その中核部分を形成することになったのである。その背景要因

としては、以下の二点が重要である。

　第一に、州レベルでの改革の影響がある。「保険加入の義務付け」案は、ま

ずは州レベルの改革、具体的には、２００６年に成立したマサチューセッツ州にお

ける州民皆保険制度改革のなかで、採用された。これは、同州の州民すべてに

対して医療保険への加入を義務付け、加入しない場合には税的な罰則を課すと

いうものであり、州レベルとはいえ皆保険を実現するものとして、大きな注目

を集めた。重要なのは、その後、この「マサチューセッツ・モデル」とでもい

うべき改革モデルが、連邦レベルにおける改革に向けた議論に対しても影響を

及ぼした点である。実際、２００８年の大統領選挙では、ヒラリー・クリントン、

そしてジョン・エドワーズといった民主党の主な候補者たちが、それぞれマサ

チューセッツ州の改革をモデルとする、「保険加入の義務付け」案に依拠した

国民皆保険改革案を発表した。

　しかし同時に、州レベルの改革からの影響という要因だけでは、オバマ政権

の医療改革が「保険加入の義務付け」案に依拠したものとなった点を、十分に

説明することはできない。より広範な視点からみた場合重要なのは、１９９０年代

以降の民主党の政策的な変化であろう。１９８０年代後半から１９９０年代にかけて、

民主党内では、リベラル派にかわり、新たに穏健派が台頭する。この穏健派の

特徴は、「大きな政府」、「高福祉・高負担」に批判的な立場から、従来までの

「リベラル」でも「保守」でもない、「第三の道」を目指す点にあった。医療改

革に関しても、既存のリベラル派とは一線を画し、公的医療保険の大幅な拡張

や公的な規制の強化よりもむしろ、民間保険制度や市場競争の促進を重視する

傾向にある。公的医療保険の拡張というよりも、むしろ既存の民間保険制度に

依拠したかたちでの国民皆保険の実現をめざす「保険加入の義務付け」という

アイディアが、民主党およびオバマ政権によって受容された背景には、こうし
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た穏健派の政治的影響力の増大と、それに伴う民主党の医療政策の変容という

要因が存在した。

　なぜ、アメリカでは、公的医療保険の整備・拡張が困難なのだろうか。その

要因としては、これまで国民皆保険制度の導入が失敗してきた要因とも関連し

て、大きくは以下の三点が指摘されてきた。第一は、歴史的な発展の順序、い

わゆる「経路依存性（�������������	
）」に着目した議論であり、アメリカで

は、ニューディール期に公的医療保険制度が導入されず、第二次世界大戦以降、

まずもって民間保険制度が急速な発展を遂げたために、その後公的医療保険制

度の導入が困難になったとする４。第二は、政治文化に着目した議論であり５、

政府の介入を嫌い民間の活力を重視する、アメリカの個人主義的な文化的伝統

が、公的な医療保険制度の発展を阻んできた、とする。第三は、利益団体の反

対運動に着目した議論であり６、政府の介入を嫌うアメリカ医師会や民間保険

団体などの反対によって、公的医療保険制度の導入が困難になったとする。以

上の三つの要因は、確かにどれも重要ではある。しかし同時に、上述の、１９８０

－９０年代以降の穏健派の台頭にともなう、民主党内の政策的な変化も重要であ

ろう。

　本論は、オバマ政権の医療改革が、既存の民間保険制度に依拠した「保険加

入の義務付け」案に基づくものとなった背景について、以上の二点、すなわち、

マサチューセッツ州における医療改革の影響と、民主党内の政策的変化のふた
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つに焦点を当てつつ、考察することを目的とする。それは同時に、今回導入が

決まった国民皆保険が、公的医療保険よりもむしろ民間保険を中核とする、

「アメリカ型」とでもいうべきものとなった背景要因の一端を明らかにする作

業でもある。まず、次の第二章では、「保険加入の義務付け」という政策アイ

ディアの内容と目的について、概観する。続く第三章では、州レベル、具体的

にはマサチューセッツ州で、同アイディアが採用されるプロセスについて、考

察を行う。第四章では、その後、アイディアが民主党内に浸透していくプロセ

スについて、党内における穏健派の台頭と関連付けながら、明らかにする。そ

して第五章では、オバマ政権の医療改革のなかで、「保険加入の義務付け」案が

採用されていくプロセスについて、考察を加える。そして、最後の第六章では、

本論の考察をまとめるとともに、オバマ政権の医療改革の今後の展望について、

検討を加えることにしたい。

２ ，「保険加入義務付け」案―その内容と目的

�　「保険加入の義務付け」案とは７

　まず、オバマ政権の医療改革の中核をなす「保険加入の義務付け」とは、い

かなるアイディアなのであろうか―この点から、考察を加えることにしよう。
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アイディアの根幹をなすのは、すでに述べてきたように、「すべての国民に対

して、医療保険への加入を義務付ける＝強制する」という点にある。保険に加

入しない場合には、何らかの罰則が課される。ただし、保険への加入を義務付

けるとはいっても、その加入形態は、個々人のおかれた状況によって、以下の

ように多様であってよい。

　第一に、公的医療保障制度を通じて、保険に加入するケースがある。民間保

険を中心とするアメリカの医療保障制度であるが、公的なプログラムが存在し

ないわけではない。主なものとしては、６５歳以上の高齢者や障害者を対象とす

る公的保険制度であるメディケアと、低所得者層を対象とした公的医療扶助制

度であるメディケイドがある。さらに、メディケイドの補完的な存在として、

児童とその親を対象とした、州児童医療保険プログラム（���������	
����
��	���

���������	
�����
�	�����）が存在する。これらの制度を通じて保険に加入す

るのが、第一の形態である。

　第二に、企業雇用者が提供する民間保険プランに加入するケースが存在する。

アメリカの民間保険制度のなかでは、企業雇用者が民間保険プランと契約を結

び、保険料の多くを負担することによって、従業員に対して保険給付を提供す

る制度―企業雇用者提供保険制度―が中核的な位置を占める。こうした制度は、

１９３０－４０年代以降急速に発展し、現在では約１億７�０００万人、国民の約５５％が、

このような企業雇用者が提供する民間保険に加入している。こうしたシステム

のもとに、職場を通じて保険に加入するのが、第二のケースである。

　第三に、政府や職場を通じてではなく、個人が民間保険プランと直接契約を

結び、保険に加入するケースがある。自営業者や無職者が、これにあたる。ま

た、企業に勤めてはいても、中小企業の場合は経済的な余裕がないため、雇用

者が従業員に対して保険を提供してはいないケースが多い。こうした場合、従

業員は、個人で保険に加入せざるをえない。

　ただし、こうした個人購買保険の場合、情報（知識）が限定されているため、
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自ら保険を選択し加入することは、容易ではない。「保険加入の義務付け」案

のなかに、新たに「保険取引制度（��������	
���	
����
��	��）」を創設し、こ

うしたひとびとが保険に加入しやすい環境を整えるという内容が盛り込まれて

いるのは、そのためである。この「保険取引制度」は、無保険者が、手ごろな

値段で、また自らの自由な選択を通じて、保険を購買できるようにするための

ものであり、具体的には、サービス内容や自己負担額を一定程度標準化したう

えで、無保険者に十全な情報を提供し選択を容易にすることによって、保険プ

ラン間の市場競争を図ることを目的とする。それによって、無保険者は、円滑

に保険を選択し加入することができる。

　以上のように、「保険加入の義務付け」案のもとでは、多様な保険加入の形

態が存在する。しかし、保険加入を義務付けるとはいっても、そのような経済

的余裕に恵まれない人々も存在する。したがって、そのような低所得者、ある

いは中所得者に対しては、政府から補助金が提供される。たとえば、税額控除

（��������	�）のような、税的な優遇措置の提供などが、これにあたる。さらに、

保険に加入しやすくするためには、民間保険プランの規制を行う必要がある。

民間の営利保険の場合、病気にかかるリスクの高い人間を加入させることは

「損」となるため、過去の病歴に基づいて加入を拒否したり、その分高い保険

料を徴収する傾向にある。したがって、保険加入を義務付けるにあたっては、

こうした民間保険の活動を、禁じる必要がある。

�　皆保険の実現と「逆選択」への対処

　では、そもそも、なぜ「保険加入を義務付ける＝強制する」必要があるのだ

ろうか。この点に関しては、主に三つの理由が存在する。

　第一に、ボランタリーな制度のもとでは皆保険の実現が難しい、という理由

がある。多くの調査結果によれば、「保険加入の義務付け」なしには、皆保険

の実現は困難である。たとえば、ブルームバーグとホラハンがマサチューセッ
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ツ州で行った調査によれば、「雇用者への保険提供の義務付け（���������

�������）」も「保険加入の義務付け」の原則もなしである場合、無保険者の

たった４０％しか、新たに保険には加入しない。「雇用者への保険提供の義務付

け」案を導入しても、その割合は５０％程度まで上がるにすぎない。たとえ、補

助金を提供したとしても、あるいは政府が再保険制度や保険購買のためのプー

ルを創設したとしても、「保険加入の義務付け」なしには、皆保険は実現しない

のである８。

　同様の結果は、ニューヨーク州を対象とした、他の調査結果からも示されて

いる。��������	
�の調査によれば、公的なプログラムを拡張したり、州の保

険プランに加入するための補助金の提供を行っても、ボランタリーな制度のも

とでは、無保険者の数は２９％しか減少しない。また、企業雇用者に対して従業

員への保険提供を義務付けても、その数は３６％減るにすぎない。また、後述す

るマサチューセッツ州で実現した州民皆保険改革案を、アメリカ全国に拡張す

るプランについての分析のなかで、ジョン・グルーバーも、所得に応じた補助

金制度や保険購買措置などを盛り込んでも、ボランタリーな改革案のもとでは、

無保険者の数は５０％程度しか減少しない、と結論付けている９。

　「保険加入の義務付け」原則の導入が必要な理由の第二は、いわゆる「逆選択

（������������	
��
）」による弊害の回避、という点にある。ボランタリーなシ

ステムのもとでは、保険に加入するのは、平均よりも高齢であり、また相対的

に健康状態の良くないひとびととなる傾向にある。より多くの医療サービスを

利用することが見込まれる人間は、そうではない人間よりも、保険加入を重視
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するためである。そして、このように高コストの人間が集中的に加入すること

によって、全体的な保険料は上昇する。その結果、若くて健康な人間の保険加

入はさらに妨げられることになり、それがさらなる保険料の高騰を招く、とい

う悪循環が生じてしまう。他方、民間保険会社は、こうした状況を回避するた

めに、既往症（病歴）に基づいて、保険加入を拒絶したり、あるいはその分高

い保険料を徴収したりする傾向にある。

　しかし、「逆選択」によって生じる問題は、すべての人間に対して医療保険へ

の加入を義務付ければ、回避できる。健康状態が良好な人間も、問題のある人

間も、ともに保険に加入することにより、広範なリスク・プールの形成が可能

となるためである。それは同時に、健康状態の相対的によくないひとびとにか

かる医療費が、より広範な人口層の間に拡散されることを意味する。それによ

り、「逆選択」とそれにともなう平均的な保険料の高騰は、回避できるのである。

�　医療費の効率的な使用

　「保険加入の義務付け」の原則が必要とされる第三の理由としては、医療費の

効率的な使用が可能となる点を指摘できる。

　ボランタリーな保険システムのもとでは、民間の保険者に対して、医療費を

効率的に管理するためのインセンティブやメカニズムを発揮させることは難し

い。実は、多額の医療費を費やしている人間は、一部の人口層に集中する傾向

にある。総人口のなかで、わずか５％の最も医療費のかかるひとびとが、全医

療費の半分を費やしている一方で、医療サービスを相対的に利用しない５０％の

人口は、たった３％分の医療費しか費やしていない。民間保険会社が、医療費

の効率的な管理を行うよりもむしろ、健康状態の悪い人間の保険加入を拒絶し

ようとする傾向にあるのは、そのためである。民間の保険者は、効果的なケア・

マネジメントよりもむしろ、健康状態の悪い人間の加入を回避することに、エ

ネルギーを注ぐ傾向にあるのだ。効果的かつ効率的に医療サービスを提供する
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方法を見つけることが、コスト削減を実現するためには重要であるにもかかわ

らず、民間の保険者にそのようなインセンティブが働きにくいのは、以上の理

由のためである。

　しかし、全国民に対して保険加入を義務付ければ、このような状況は回避で

きる。民間保険プランは、病歴や健康状態によって加入希望者を選別すること

ができなくなるため、むしろ、医療費を効率的に管理するためのメカニズムの

開発・発展に、より大きなエネルギーを注ぐようになるのである１０。

　以上のように、「保険加入の義務付け」というアイディアは、公的なプログラ

ムであれ民間保険プランであれ、何らかのかたちでの医療保険への加入を強制

することによって、�皆保険の達成、�「逆選択」による弊害の回避、�医療

費の効率的な使用、などを実現することを目的とする。

３ ，マサチューセッツ州の医療改革―州レベルでの浸透

　本論の目的は、オバマ政権の医療改革が、このような、「保険加入の義務付

け」案に依拠したものとなった背景要因について、明らかにする点にある。第

一章でも述べたように、この点を理解するうえで重要なのは、第一に、州レベ

ルでの改革、具体的には、マサチューセッツ州の医療改革からの影響である。

�　改革の内容

　２００６年の４月１２日、マサチューセッツ州では、画期的な改革が実現した。共

和党のミット・ロムニー州知事のもと、２００７年７月１日までにすべての州民に
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対して医療保険への加入を義務付けるという、州民皆保険制度の導入法が制定

されたのである。法律には、皆保険制度実現のために、�民間保険に加入でき

る個人が、それにもかかわらず加入しなかった場合、所得税上の優遇措置を失

う�従業員１１人以上の企業が、医療保険給付を提供しない場合、年間で一人当

たり最高２９５ドルが課税される、などの罰則規定が盛り込まれた。とりわけ、�

の「保険加入の義務付け」という点に、マサチューセッツ州の改革の最も重要

な特徴が存在したことは、疑いない１１。

　マサチューセッツ州の住民６４０万人のうち、無保険者は５５万人程度であり１２、

それは①メディケイドの受給資格を有しているにもかかわらず、加入してない

人々②メディケイドの受給資格を得るほど貧しくはないが、企業雇用者から保

険給付の提供を受けておらず、また個人で保険を購買する余裕もない人々③若

くて健康であるために、保険に加入する経済的余裕があるにもかかわらず、そ

うしてはいない人々、という三つのカテゴリーから構成されていた。すでに同

州では、第一のグループについては、新たなコンピューターシステムを導入し、

病院に受診しにきた人間の社会保障ナンバーを用いてメディケイドの加入資格

の有無を確認するなどの対応策をとってきた。今回の改革は、医療保障への加

入義務付け制度を導入することによって、新たに残り二つのグループもター

ゲットとする、包括的なものだった。ロムニーは、より多くの健康な人間が新

12 アドミニストレーション第１７巻１・２号
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たに保険に加入することによって、平均的な保険料の伸び率が抑制され、また

��の業務量も低減されるため、最終的にはプログラムのコストが、現在州政

府が無保険者対策に拠出している医療費を超過することはないだろう、との見

通しを示した１３。では、２００７年から実施に移された、マサチューセッツ州にお

ける改革の内容について、より詳しく述べることにしよう１４。

　第一は、すでに述べた、「保険加入の義務付け」である。１８歳以上で、その所

得が手ごろな価格での保険への加入が難しい水準にある、とみなされない限り

は、州民は保険への加入を義務付けられる。この「手ごろな価格」というのは、

新たに設立されるコモンウェルズ医療保険コネクター（����������	
�����	
�

���������	
��������）と呼ばれる機関によって、毎年設定される。２０１０年時点

で、連邦の貧困レベル１５０％以下の、あるいは個人での年間所得が１６�２４５ドル以

下の人間は、保険に加入しなくても罰金は課されない。他方、「保険加入の義務

付け」の原則に従わなかった人間には、医療保険のコストに対応したかたちで

の、ペナルティが課される。２００９年時点で、ペナルティは最大で、１８歳から２６

歳までの年齢層の場合は６２４ドル、２７歳以上は１�０６８ドルである。

　第二は、「保険取引制度（���������	
�������
������）」、具体的には、上記の

コネクターの創設である。これは、無保険者が、手ごろな値段で、また自らの

自由な選択を通じて、保険を購買できるようにするためのものであり、サービ
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ス内容や自己負担額を一定程度標準化したうえで、無保険者に十全な情報を提

供し選択を容易にすることによって、保険プラン間の市場競争を図ることを目

的とする。コネクターに参加する保険プランには、かならず保障しなければな

らない保険内容が定められており、無保険者はこのコネクターを通じて、州が

補助金を拠出している医療保険制度か、あるいは民間保険プランに加入するこ

とができる。

　第三に、いわゆる「プレイ・オア・ペイ（�����������）」原則の導入がある。

すなわち、１１名以上のフルタイム、あるいはパートタイムの従業員を有する企

業の雇用者は、従業員に対して、保険を購買する機会を提供しなければならな

い。すなわち、雇用者は、「公正かつ手ごろな値段での（������������	
�����）」

医療保険を提供しなければならず、提供しない会社には罰金が課されることに

なり、その額は、毎年ひとりの従業員につき２９５ドルである。

　第四に、メディケイド（マサチューセッツ州では、同プログラムは

“����������”と呼ばれる）を拡張する。改革では、子どもの受給資格を、連

邦の貧困レベルの３００％にまで拡大し、加入上限を引き上げる。そして、受給

資格が認められてはいない一部の成人層に対しても、給付を拡張する。また、

メディケイド供給者に対する診療報酬額を引き上げる。

　第五に、コモンウェルス・ケア（����������	
�����）医療保険プログラム

を創設する。これは、貧困レベル３００％以下の無保険者に対して医療保険加入

を保障する、新たなプログラムである。連邦の貧困レベル１５０％までの層は、

保険料を負担する必要はないが、１５０％から３００％までの人間は、スライド制の

もとに保険料を負担する。所得が３００％以上になると、加入資格自体が認めら

れない。なお、免責額は存在しない。

　第六に、コモンウェルス・チョイス（����������	
��
��
�）を創設する。

同プログラムは、雇用者提供保険に加入してはおらず、その所得がコモンウェ

ルス・ケアへの加入資格を有するほど低くはない州民に、一定の基準をみたす
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いくつかの非営利の民間保険プランへの加入選択肢を提供するものである。こ

のコモンウェルス・チョイスを通じて保険プランを購買する人間には、政府に

よる補助金の提供はない。加入選択肢は、ブロンズ、シルバー、ゴールド、の

三つのプランからなり、くわえて、１８歳から２６歳までの若い成人に対しては、

保険料は安いが５万ドルまで、という上限付きの保険プランが提供される。給

付内容に関する義務付けはないが、プランは、それぞれについての保険数理的

な基準を満たす必要がある。

　第七に、医療の質および医療費抑制のための協議会が創設される。この協議

会は、医療の質の改善、医療費の抑制、医療をめぐる人種・エスニック面での

不平等の改善などについての、州レベルでの目標を立てるためのものである。

また、こうした目標の実現に向けた進捗状況を提示し、消費者にも親しみやす

いウェブサイトなどを提供することを通じて、クオリティやコストに関する比

較情報を公表する役割を果たす。

�　改革成立の背景

　マサチューセッツ州の改革は、州レベルとはいえ皆保険を実現しようとする

ものであり、大きな注目を集めた。では、こうした画期的な改革が成立した背

景には、いかなる要因が存在したのだろうか。ロムニーは、共和党出身であり

ながら、法案の成立に向けて、州議会で多数を占める民主党指導部と積極的な

連携を図ろうとした。また、同州選出の民主党議員であるエドワード･ケネ

ディとも、協力関係を結んだ。さらに、企業、消費者、病院経営者などの利害

関係者とも、積極的な交渉を進めた。「われわれは、党派的な対立を橋渡しし、

医療コミュニティのなかの様々な関係者の間に、利害の一致を見出す方法を発

見した」、彼はインタビューのなかでそう述べた１５。実際、法案は四月に、上院
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では全会一致、下院では１５４－２という、圧倒的多数で可決された１６。何ヶ月に

もわたる交渉のなかで、政治的立場を異にする勢力は、お互いの主張をそれぞ

れ法案に盛り込み、最終的な合意を実現したのである１７。

　たしかに民主、共和両党の主張の間には、無視し得ない対立も存在した。た

とえば、従業員に保険給付を提供していない企業雇用者に対する罰則規定の是

非をめぐる問題が、それである。ロムニーは、一部の雇用者は、従業員に保険

給付を提供するよりも、罰金を支払うほうが安く済むと考えるために、罰則規

定は非生産的である、と批判し、法案の当該部分に対する項目別拒否権を発動

した。それに対して、議会で多数を占める民主党側は、同内容は、法案を可決

させるための政治的な妥協のなかでとりわけ重要な位置を占めるとして１８、そ

の後知事の拒否権を覆した１９。

　マサチューセッツ州での改革の実現を考えるにあたって重要な点は、改革成

立以前に、連邦１１１５条の免除条項を通じた、メディケイドの運営を行っていた点

であろう。この免除規定は、１９９７年にクリントン政権のもとではじめて付与さ

れたものであり、医療サービスへのアクセス改善のために、州レベルでの実験

を促すことを目的としていた。すなわち、医療面でのセーフティネットを構築

するために、多額の資金を保障するものだったのである。しかし、２００４年の段

階で、こうした補助金制度の打ち切りが決まることが判明したため、その後、
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ロムニー知事と上院議員のエドワード・ケネディは、連邦政府に対して、新た

に余剰な資金を、医療保険加入にあたっての低所得者層への補助金提供のため

に用いることを認めさせる。重要なのは、こうした合意は、２００５年の１月に取

り結ばれたものであったが、そのための条件として、２００６年の七月一日までに

同州がほぼ皆保険に近い状態を実現するにあたってのスキームを作成すること、

さもなければ三年間にわたって連邦の補助金が１０億ドル以上削減されること、

などが定められた点である。こうした合意が、改革の実現を後押しすることに

なった。

　また、改革が、ビジネス団体、大半の医療供給者団体、消費者アドボカシー

団体、保険会社など、広範な団体から支持を受けた点も重要である。主要な利

益団体の間で、意見の対立がみられたのは、労働団体だけだった２０。たとえば、

同州の民間保険団体であるブルークロス・ブルーシールド財団は、２００３年にシ

ンクタンクであるアーバン・インスティチュートとともに�����������	�
���
��

����������を立ち上げ、同州における医療へのアクセスに関する分析研究を行い、

皆保険を実現するための政策的な選択肢を模索するなど、改革実現に向けて大

きな役割を果たした。また、同年には、患者団体、消費者団体、宗教団体、医

療供給者団体、ビジネス団体、労働組合などの連合である���������	
���	�

��������	
���が形成され、さらに２００５年の夏になると、����の一部が新たに

�������なる連合を結成し、改革の実現に向けたキャンペーンを展開した２１。

こうした団体の働きかけも、改革の成立に貢献したといえる。
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�　その意義

　マサチューセッツ州の改革の意義は、さまざまな点からとらえることができ

る。第一に、最も直接的な効果としては、州の無保険者数が大きく減少した点

を指摘できる。２００８年の１１月に公表された、マサチューセッツ州医療保険財政

政策部局（��������������	
�����
���	��	���������������������	�
����
）の調査

結果によれば、２００８年の６月３０日時点で、同州の無保険者は、全体のわずか

２�６％にまで減少した。他方で、新たな保険加入者は、４３万人増加した。新しく

保険に加入したひとびとのうち、メディケイドやコモンウェルス・ケアを通じ

て公的なプログラムに加入したひとびとは半数を超え、２００８年１２月時点で、前

者の加入者は７万６�０００人、後者の加入者は１６万３�０００人増加した。残りの４３％

は民間保険プランへの加入者であり、２００８年の１２月１日時点で、雇用者提供保

険の加入者が１４万９�０００人、コモンウェルス・チョイスへの加入者が１万９�０００

人、個人購買保険の加入者が２万２�０００人であった。２００９年を通じて、経済不況

を背景とした失業者の増加と、それに伴う雇用者提供保険の喪失によって、多

数の人間がコモンウェルス・ケアおよびコモンウェルス・チョイスに加入した。

２００８年の１２月から２００９年の８月の間に、前者への加入者は１万６�０００人増加し、

１７万９�０００人となった。他方、後者に対する加入者は、２００９年の八月一日時点で

２万２�０００人であり、２００８年の１２月から３�０００人増加した２２。

　しかし、こうした直接的な効果にくわえて重要なのは、マサチューセッツ州

の改革が、今後のあるべき医療改革に向けた「モデル」として、大きな影響力

を持つようになった点である。まさに、「マサチューセッツ・モデル」とでも

いうべき、新たな改革モデルが誕生したのである。同州出身の民主党上院議員

のテレーズ・ミューレイ（������������	
）は、「この国の残りの人々は、われ
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われを待っている」「われわれは、最初のテスト・ケースになろうとしている」

と胸を張り２３、ケネディも、ロムニーが行ったこの改革が、全米の医療保障制度

改革の動向に対して、今後大きな影響を与えることになろう、と指摘したが、

州レベルとはいえ、皆保険制度改革が実現したことは、他の州、さらには連邦

レベルの議論にも、大きなインパクトを及ぼすことになった２４。

　実際、このマサチューセッツ州での改革の成立以降、「保険加入の義務付け」

というアイディアは、連邦レベルでの改革に向けた議論のなかでも、大きくク

ローズアップされることになる。そしてそれが、オバマ政権の国民皆保険制度

改革へとつながっていくのである。しかし、オバマ政権の医療改革が、「保険加

入の義務付け」案に依拠したものとなった背景要因を理解するためには、こう

したマサチューセッツ州における改革の影響だけでは十分ではない。既存の民

間保険中心の医療制度に依拠した改革案が、とりわけ民主党内で支持を拡大し

ていく背景には、穏健派の台頭にともなう、同党の掲げる医療政策の変容が

あった。

４ ，民主党内での受容

�　民主党の政策的変容２５

　歴史的に見て、共和党と比較して民主党は、医療改革に対して積極的な姿勢

をとり続けてきた。改革を推進するうえで、民主党が長い間支持してきたのは、

政府の役割を重視した改革アプローチであり、政府が資金拠出し運営する公的

19オバマ政権の医療改革（天野）
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医療保険（社会保険）のもとでの、また医療費の支払い方式という観点からみ

ればシングル・ペイヤー・システム―医療費は政府（公的、または準公的な基

金）を通じて、税金または保険料のかたちで徴収され、政府が医師や病院といっ

たに対して医療供給者に対して、診療報酬などの医療費の支払いを行うシステ

ム―のもとでの、国民皆保険制度の導入だった。実際、１９７０年代初頭まで、民

主党が提出してきたほぼすべての国民皆保険制度改革案は、公的な医療保険、

さらにはシングル・ペイヤー・システムに依拠したものだった２６。

　しかし、１９８０年代以降、民主党内では、従来までの「大きな政府」、「高福祉・

高負担」路線では国民の支持を得ることはできないとして、新たに穏健派勢力

が台頭する。１９８１年に設立された保守民主党フォーラム（��������	
���

��������	�
�����）―のちのブルードッグス（���������	�
�����
）の前身であ

る―や、１９８５年に成立した民主党指導者評議会（��������	�
������
�	�
�����	�）

が、これにあたる。とりわけ、後者の民主党指導者評議会は、従来まで支配的

だったリベラル派（オールド・デモクラット）に対して「ニュー・デモクラッ

ト」と呼ばれ、旧来までの保守でもリベラルでもない、「第三の道（����������

���）」路線を掲げつつ、民主党穏健派勢力のなかで中核を占める勢力にまで発

展していく。重要なのは、こうした党内穏健派の台頭が、民主党の掲げる医療

政策にも大きな影響をおよぼした点である。

　第一に、穏健派は、公的な医療保険の拡張（そして公的な規制の強化）を必

要最低限度にとどめようとする。リベラル派が主張するような、公的医療保険、

そしてシングル・ペイヤー・システムに基づく国民皆保険制度は、「大きな政

府」につながるとともに、実現可能性という点でも疑わしい。もちろん、無保

険者問題は解消されなければならず、そのためにも国民皆保険制度の導入は必

20 アドミニストレーション第１７巻１・２号
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要である。しかしそれは、シングル・ペイヤー・システムのような、「大きな

政府」に依拠したかたちではなく、民間・市場原理を可能な限り活用するかた

ちで実現すべきである。そのためにも穏健派は、民間保険、とりわけ企業雇用

者提供保険の存在を重視する。こうした立場こそ、リベラル派のように大規模

なかたちでの政府の役割拡張を図る（政府）のでも、保守派のように個人の自

己責任を重視する（個人）のでもない、「第三の道」（企業）である。

　また、穏健派は、医療費の抑制や医療の質の向上のためには、民間保険プラ

ン間の市場競争の促進を図らなければならないと主張する。すべてのアメリカ

人には、様々な医療保険プランからなる十全な選択肢が提供されるべきであり、

保険加入者は、保険給付や保険料が多様に設定された保険プランのなかから、

自らの加入するプランを選択すべきである。連邦公務員医療保険プログラム

（���������	
�����
���������������
��������）は、その模範的な事例である。

その際、患者は、保険プランの内容のみならず、医師や病院など医療供給者に

関する、十全な情報提供を受ける必要がある。メディケア、メディケイドにつ

いても、例外ではない。公的医療保障制度の加入者にも、複数の選択肢を提供

し、市場競争を促すべきであり、そのためにはプログラムの民営化（民間保険

プランの間からも受給できるようにすること）も一定程度認めるべきである。

そしてそれによって、公的医療保障財政の健全化を図る必要がある。無責任な

積極財政による連邦赤字の増大は、回避しなければならない。

　すなわち、穏健派の台頭に伴い、民主党の掲げる政策は、公的な医療保険を

重視する立場から、既存の医療制度において中心的な位置を占める、民間保険

に依拠したものへと変化した。そして、こうした変化を象徴的に示していたの

が、「シングル・ペイヤー・システム」案から「管理された競争」案、さらには

「保険加入の義務付け」案へという、国民皆保険を実現するにあたっての、民主

党が掲げる医療改革案の変化である。以上の変化がはじめて鮮明なものとなっ

たのは、１９９３年から９４年にかけての、クリントン政権の医療改革の際だった。

21オバマ政権の医療改革（天野）



�　「管理された競争」案の台頭：クリントン政権期

　民主党のクリントン政権は、１９９３年の１月、正式に発足した。国民皆保険の

実現は、選挙戦中からの政治的公約の目玉であり、政権はすぐさまそれに着手

した。１月２５日に、主に閣僚を中心とした１２名のメンバーからなる「国民皆保

険改革に関するタスクフォース（��������	
������
�������
��
�����
�������）」

を創設し、その座長としてヒラリー・クリントンを任命したのである。タス

ク・フォース、そしてイラ・マガジナーが組織したそのアドバイザリー・グルー

プには、官僚、議会スタッフ、専門家など総勢５００人以上が参加し、具体的な

改革案の作成にあたった。クリントン政権は、当初は百日間で改革案を作成す

る予定だった。しかし、作成には予想外に長い時間がかかり、最終的に改革案

が正式に公表されたのは、約八か月後の九月二十二日のことだった。重要なの

は、この政権の改革案が、これまで民主党が掲げていたような、公的医療保険

の大幅な拡張に依拠したもの―シングル・ペイヤー・システム―ではなく、む

しろ既存の民間保険制度を中核とする、「管理された競争」というアイディアに

依拠したものだった点である。

　「管理された競争」案とは、経済学者のアラン・エンソーヴェンを中心とする

専門家集団である、ジャクソン・ホール・グループによって提唱された、医療

改革に向けたアイディアである。それは、一言でいえば、医療保険市場に内在

する問題点に対処しつつ、保険プラン間の市場競争を促そうとするものといえ

る。たとえば、医療保険市場では、消費者は十分な情報（知識）を有してはい

ない（「情報の非対称性」が存在する）ため、保険購買の際に十全な選択を行う

ことが困難である。それゆえ、市場における選択、またそれを通じて保険プラ

ンや供給者間の競争を促すためには、消費者に十分な情報や権限を与える必要

があり、連邦政府が供給者―消費者関係に対して、一定の介入を行うことが不

可欠となる２７。

　たとえば、消費者は、個々人では医療保険プランの選択を行うことが困難な
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ため、個々の消費者の代理人として機能する組織として、政府がスポンサーと

呼ばれる組織を設ける。そして、このスポンサーが、医療保険プランと契約を

結び、保険加入者の加入事務を行い、保険料を徴収してプランに支払うととも

に、プランについての情報提供を組合加入者に対して行う。そうすれば、消費

者側は、よりコスト・パフォーマンスの点で優れた保険プランを選択し加入す

るだろうし、民間保険プラン側は、低コストかつより充実した保険給付を提供

しようと、自らが契約する医師や病院などの医療供給者たちに、費用対効果の

高い医療行為を促すだろう。ただし、各保険プランは、患者の病歴・既往症に

基づいて保険料を設定してはならず、最低限の基本的な保険給付を提供しなけ

ればならない。とりわけ重視されたのは、���などのマネジドケア型民間保

険プランの間の市場競争だった。

　以上の説明からも明らかなように、この「管理された競争」案は、基本的に

既存の民間保険制度に依拠しつつ、保険プラン間の市場競争を促進しようとす

るものであり、広井良典の言葉を借りれば、「単なる市場メカニズムの自由放任

ではなく、医療においてはサービスの提供者と受け手との間に大きな情報ギャッ

プがあり、このために市場メカニズムが働きにくい、という難点を克服するた

めに、とくに情報開示の義務付けを中心として『管理』あるいは『規制』の要

素を盛り込んでいるわけであり、むしろ医療という分野は一定の管理あるいは

規制を通じて、初めて競争ないし市場メカニズムが働くことが可能となる２８」

との考え方に立つものといえる。換言すれば、一定程度政府の介入の必要性を

認めつつも、民間保険プラン間の市場競争の促進を重視したものなのである。

こうした改革案を民主党政権が提示したことは、これまでの公的な医療保険の
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大幅な拡張や公的規制の強化を重視した立場―「シングル・ペイヤー・システ

ム」案―からの、大きな転換を意味するものだった。

　ただし、クリントン政権の改革案は、エンソーヴェンやジャクソン・ホール・

グループが主張していたような、「純粋なかたち」での「管理された競争」案で

はなかった点は、注意しなければならない。その内容は、企業雇用者に対して

従業員への保険給付の提供を義務付けるとともに、新設の地域医療保険組合を

通じた保険加入を定め、さらにマネジドケアなど民間保険間の競争や保険料規

制・予算総枠制度の導入などによって、医療費の抑制を図ろうとするものだっ

た。それは、基本的には「管理された競争」アプローチに依拠しつつも、同時

に、保険料規制や予算総枠制度の導入など公的な規制の強化も盛り込んだもの、

すなわち、リベラルな立場から一定の修正が施されたものだったのである。そ

の結果、エンソーヴェンらが主張していた「純粋なかたちでの」「管理された

競争」案よりも、政府の介入が強いものとなった。しかし、こうした折衷的な

改革案は、党内穏健派、リベラル派、双方から、「中途半端」なものとして、反

発を浴びた。その結果、１９９４年の秋には、改革は失敗に終わる。

�　「保険加入の義務付け」案へ

　その後、１９９４年の中間選挙で民主党が歴史的な敗北を喫したこと、さらには

２００１年には共和党ブッシュ政権が誕生したこと、などを受けて、国民皆保険制

度の導入をめぐる議論は沈静化した。しかし、２００６年ごろから、再び医療改革

をめぐる議論は、盛り上がりを見せはじめる。その背景には、以下のような要

因が存在した。

　第一に、医療問題の深刻化があった。サブプライム・ローン問題に端を発す

る未曽有の経済不況は、アメリカの医療制度にも深刻な影響を及ぼした。経済

不況の深刻化により、企業雇用者のなかには、従業員に対して保険提供を行う

経済的な余裕がなくなり、それを取りやめるケースも増加した。また、失業率
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の上昇により、職場を通じて加入していた医療保険を喪失する労働者の数も、

増加した。その結果、無保険者数は再び増加傾向に転じ、それにより、医療問

題に対する国民の関心が集まることになった。

　第二に、議会での民主党の巻き返しがある。ブッシュ政権のイラク戦争での

失敗もあって、２００６年に行われた中間選挙において、民主党は上院では１００議

席中、民主党系も含めて５１議席、下院では４３５議席中２３３議席という、多数を獲

得した。こうした優位は、その後の２００８年の議会選挙において、さらに明確な

ものとなる（上院で６０議席、下院では２５５議席）。医療改革に積極的である民主

党の勝利が、その政治的アジェンダ化を後押ししたのである。

　第三に重要なのは、すでに述べてきた、州レベルでの改革の進展、とりわけ

マサチューセッツ州での州民皆保険制度の成立である。こうした州レベルでの

改革の進展が、連邦レベルでの改革に向けた議論を活性化させた点は、疑いな

い。

　重要なのは、このように改革に向けた気運が高まりを見せるなかで、「保険加

入の義務付け」案が、新たに改革に向けたモデルとして浮上した点である。と

りわけ民主党のなかでは、「保険加入の義務付け」案が、急速に支持を集める

ことになったのである。その背景には、やはり既存の民間保険制度を重視する

穏健派の台頭という要因があったことは、言うまでもない。

　たとえば、ニューデモクラットのケイティ・ドノヒューとデビッド・ケンダ

ルは、マサチューセッツに代表される州レベルでの改革の進展が、国民皆保険

の実現に向けた新たなモデルを生み出しつつあるとし、それを「政府によって

トップダウンのかたちで提供される、ヨーロッパ・スタイルの『国民医療保険』

を実現するという旧来までの夢ではない、責任性の共有という原則に基づくア

メリカ独特のアプローチ」と位置づけた２９。換言すれば、それは、政府による

公的医療保険の拡張に依拠した、「シングル・ペイヤー・システム」とは異なる、

既存の民間保険に依拠した新たな改革アプローチである。

25オバマ政権の医療改革（天野）



　また、クルーグマンも、この数年の間に、政策分析者や政治家は、「政治的現

実と経済的効率性の双方の実現可能な妥協点を見出して、医療保険改革へのア

プローチを徐々に発展させてきた」とし、それを①コミュニティー・レーティ

ング、②低所得家庭に対する補助金、③保険加入の義務付け、④パブリック・

オプション、の四つの要素から構成されるものとした３０。それは、「シングル・

ペイヤー・システム」案のような、公的医療保険にもとづいた国民皆保険では

なく、まさに「民間の保険を基礎とする国民皆保険３１」である。そしてまさに、

その支持勢力の中核をなしていたのが、民主党内の穏健派であった。すでに、

民主党穏健派のシンクタンクである進歩的政策研究所（�����������	��
����

���������）は、１９９４年の段階で、「保険加入の義務付け」を支持していた。「保

険加入の義務付けは、若く健康なひとびとを保険プールに加入させることに

よって、すべての人間の保険料を抑制するとともに、コスト・シフティングを

減少させる」３２。

　また、同じくニューデモクラットのハロルド・フォードとアル・フロムは、

「保険加入の義務付け」は、道徳的および現実的な理由から必要である、と主

張している。医療保険という存在は、公共善である。それは、アメリカ国民を

破産から守り、患者には生命を救うための治療へのアクセスを保障する。しか

し、保険に加入してはいない無保険者たちが、高価な医療サービスを利用して、

その代金を支払うことができない場合には、そのコストは他のすべての人間に

転嫁される。たとえば、無保険者が、より低コストですみ、また予防医療によ
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り対処できるはずのところを、救急医療室に運ばれ、大掛かりな治療をしなけ

ればならなくなる場合が、これにあたる。こうした状況を回避するためには、

「保険加入の義務付け」が不可欠なのである３３。

５ ，オバマ政権の医療改革：「保険加入の義務付け」案の導入

　このように、穏健派の台頭にともない、民主党の掲げる国民皆保険制度の導

入案は、従来までの、公的な医療保険の大幅な拡張に依拠した「シングル・ペ

イヤー・システム」案から、既存の民間保険制度に依拠するかたちでの「管理

された競争」案、さらには「保険加入の義務付け」案へと変化していった。そ

して、２００９年に誕生したオバマ政権のもと、この「保険加入の義務付け」案に

依拠した改革法が、ついに可決成立することになる。

�　２００８年大統領選挙と「保険加入の義務付け」案

　民主党内において「保険加入の義務付け」案の台頭が、はじめて明確なもの

となったのは、２００８年の大統領選挙においてである３４。選挙戦のなかで、民主

党候補者の多くが、国民皆保険の導入を目的とした抜本的な改革案を打ち出し

たが、その多くが「保険加入の義務付け」案に依拠したものだったのである。

　たとえば、オバマと予備選挙を激しく争ったヒラリー・クリントンは、マサ

チューセッツ州の改革に類似した、全国民に保険への加入を義務付ける案を打

ち出した。さらに、大企業には従業員への保険給付の提供や無保険者対策のた
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めの財政支出を求め、個人や中小企業には払い戻し可能な税額控除により保険

料補助を行うこと、個人は連邦公務員医療保険プログラムを通じて運営される、

新たな医療選択メニュー（���������	
������
）を通じて、公的および民間プ

ランへの加入を選択できることなどを提案した。改革には１�１００億ドルかかる

と見積もられ、その財源は、ブッシュ政権による富裕層に対する減税の廃止や

処方薬価格の引き下げ、予防医療の充実、医療情報技術の促進、などによって

賄うとした。

　ヒラリーの改革案は、すでに２００７年の２月に、他の候補者に先駆けて公表さ

れた、ジョン・エドワーズの国民皆保険制度改革プランに類似していた。彼の

案も、「保険加入の義務付け」を採用し、それによって２０１２年までに国民皆保険

を実現しようとするものだったのである。企業雇用者は、従業員に対して医療

保険給付を提供するか、従業員の保険料を援助するよう義務付けられる。また、

医療保険へのアクセスを改善するために、互いに競合する公的・民間の医療プ

ランを提供する医療マーケット（���������	
��）を創設し、それへの加入を促

すための税額控除を提供する。さらに、より多くの低所得者成人や児童を加入

させるために、メディケイドや州児童医療保険プログラム（�����）を拡張す

る。コストは１年間で９００億ドルから１�２００億ドルとされ、それはブッシュ政権

による減税の削減や、予防医療の重視、医療記録の電子化などによって賄う、

としていた。

　ヒラリーおよびエドワーズが、「保険加入の義務付け」案を採用しているの

にたいして、バラク・オバマのプランは、その点で異なるものだった。彼のプ

ランは、すべての児童に対して医療保険への加入を義務付けるが、すべてのア

メリカ人に義務付けるものではなかったのである。その理由は、保険に加入し

ていない人間は、加入を望んでいないのではなく、そのような経済的余裕自体

がないからであり、それゆえ強制加入には慎重であるべきだ、との点にあった。

その他、彼の改革案の内容は以下のようなものだった。企業雇用者には、従業
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員に医療保険給付を提供するか、新たな医療保険プログラムのコストを拠出す

ることが義務付ける。この新たな医療保険プログラムは、「国民医療保険交換

制度（���������	
�������
�����
��������
）」と名づけられ、中小企業や、公的

医療保障、雇用者提供保険に受給資格をもたない個人が、それを通じて公的保

険や、認可された民間保険プランに加入できるようにするためのものである。

プログラムの給付内容は、連邦公務員医療保険プログラムと同一の包括的な内

容と定められる。加えて、オバマの案には、メディケイドや�����の拡張も盛

り込まれていた。コストは、１年間で５００億ドルから６５０億ドル程度かかると見

積もられており、それはブッシュ政権による富裕層に対する減税の削減によっ

て賄うとしていた。

�　オバマ政権による受容

　周知のように、選挙戦の結果、最終的にはオバマが民主党の大統領選挙候補

者となり、その後２００８年１１月の本選挙において、共和党のジョン・マッケイン

を破り、当選を果たした。そして、政権は、２００９年の１月に正式に発足すると、

すぐさま政治的公約である国民皆保険の導入に着手することになる。

　すでに述べたように、オバマは、大統領選挙期間中は、「保険加入の義務付

け」に反対していた。彼の改革案は、全児童に対して保険加入を義務付けるが、

全国民に義務付けるものではなかったのである。その理由は、成人のなかには、

保険加入を義務付けても、そのような経済的余裕に恵まれない人間も多く、ま

ずは児童にターゲットを絞るべきである、との点にあった。これに対して、ヒ

ラリーは、オバマの改革案では、約１�５００万人が無保険のまま取り残される、と

批判していた。しかし、大統領選挙に勝利し、２００９年の１月に政権が正式に発

足したあと、オバマは徐々にそのスタンスを変え始める。その背景には、「保

険加入の義務付け」案が、民主党内で強い支持を得ていたことに加えて、改革

に向けた政権の柔軟なスタンスの存在があった。
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　改革をめぐっては、民主党と共和党との間だけでなく、民主党内にも、リベ

ラル派と穏健派との間に、深刻な路線対立が存在した。リベラル派が、公的医

療保険の拡張や公的規制の強化に積極的な姿勢をとるのに対して、穏健派は

「大きな政府」に批判的であり、むしろ民間・市場原理の活用を重視する傾向

にあった。また、その財政赤字拡大への懸念は、リベラル派よりも大きいもの

であり、さらに中絶に対する保険給付についても、より厳しい規制を求める傾

向にあった。改革を実現に導くためには、こうした政党政治レベルでの対立に

対処し、最終的な合意形成を目指す必要があった。また、���の１６％をも占め

る医療は、医師、病院、民間保険、製薬産業、企業雇用者、労働者など、さま

ざまな利害が錯綜する一大セクターであり、それらを代表する諸団体は、改革

によって自らの利益が損なわれることを懸念していた。

　こうしたなか、オバマ政権は、法案の作成作業およびその審議を可能な限り

議会にゆだね、内容の修正や妥協にもオープンな姿勢をとった。また、改革に

消極的とみなされる団体とも、積極的な交渉に応じた。これは、政権内のタス

クフォース主導で改革案の作成を行い、また友好的な団体との交渉を重視する

など、閉鎖的かつトップダウンなかたちで法案を作成する戦略をとったクリン

トン政権とは、対照的であった。こうした戦略が、政党政治レベルでの対立、

とりわけ民主党内の路線対立をやわらげ、また関連団体の反発を緩和させるこ

とに貢献した点は、間違いない。オバマが、当初は「保険加入の義務づけ」に

反対していたものの、その後そのスタンスを変えた背景には、すでに「保険加

入の義務付け」案が、党内穏健派を中心に幅広い支持を集めていたことに加え

て、政権のこうした柔軟な姿勢の存在があった。

　実際、議会の審議が本格化した六月に入ると、オバマは明確に「保険加入の

義務付け」案を受け入れる姿勢を鮮明にする。６月３日に、上院の医療教育労

働年金委員会議長のエドワード・ケネディと、財政委員会の議長であるマック

ス・ボーカスにあてた手紙のなかで、大統領選挙期間中は反対していたものの、
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すべてのアメリカ人に対して保険の加入を義務付けることを受け入れてもよい、

との姿勢を示したのである。ただし、手紙のなかで、オバマは、「もし議会が義

務付けに向けて動き出すのであれば」、経済的な困窮者に対する免除規定が必

要となる、と述べた３５。これは、マサチューセッツ州でもとられている措置

だった３６。

　議会での審議は、六月以降本格化し、一方の下院では、エネルギー・商業委

員会、歳入委員会、教育・労働委員会という三つの委員会で、審議がはじまっ

た。その後７月１４日に、三つの委員会に改革案が提出され、７月１７日に、歳入

委員会（２３－１８）と教育・労働委員会（２６－２２）で、さらに７月３１日には、エ

ネルギー・商業委員会（３１－２８）で、それぞれ可決された。その後、各委員会

で可決された法案間の内容の調整が行われた結果、１０月２９日、下院本会議に法

案が提出され、１１月７日に２２０－２１５で可決された。共和党は１名をのぞく全員

が反対し、民主党からも３９人が反対に回った。

　これに対して、上院では、医療教育労働年金委員会と財政委員会というふた

つの委員会で、審議が行われた。前者の委員会では、６月９日に正式なかたち

で法案が提出され、７月１５日に１３－１０で可決された。他方、財政委員会では、

民主党から三名、共和党から三名、の計六名からなる超党派メンバーを中心に

法案の作成が進められたこともあり、合意形成作業は難航した。結局、夏季休

暇前の採決は見送られたものの、１０月１３日に、共和党から一名の支持を得て、

ようやく１４－９で可決された。その後、１１月１８日には、本会議に法案が提出さ

れ、１２月２４日に可決される。共和党からは一名の支持も出ない、党派的な投票

結果だった（６０－３９）。上下院案は、いずれも、国民に保険への加入を義務付け、
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加入しない場合には、罰則を科すとの内容だった。

　その後、上下院案を一本化した法案が、両院協議会に送付される予定であっ

たが、年明けの１月１９日にマサチューセッツ州で行われた上院補選で、民主党

議員がまさかの敗北を喫したため、民主党およびオバマ政権は戦略の変更を迫

られた。共和党の議事妨害（フィリバスター）を、回避できなくなったためで

ある。大統領は、２月２５日に共和党議員も招いてもう一度改革に関するサミッ

トを開催したが、議論は平行線に終わった。ここにきて、政権および民主党は、

まず上院で１２月に可決した法案を下院で通過させたうえで、上院案の内容に不

満を持つ民主党議員を納得させるために、予算調整法案（���������	
�	�
����
��

�������）というかたちでの別個の修正案を上下院で可決させる、という戦略を

とった。こうした修正案であれば、上院でも単純過半数で可決可能であり、議

事妨害を回避できるためである。最終的には、３月２３日に、上院案が下院を２１９

－２１２の僅差で通過し、３月２５日、その修正案が上院（５６－４３）、下院（２２０－２０７）

でそれぞれ可決され、３月３０日、オバマ大統領の署名によって成立をみた。

�　改革法の内容３７

　では最後に、今回の改革の内容について、概観してみよう。その最も大きな

目的が、国民皆保険の導入という点にあることは、いうまでもない。具体的に

は、無保険者を段階的に削減し、現在８３％である保険加入率を２０１９年までに

９５％にまで引き上げ、徐々に国民皆保険に近い状態を実現する。そのために導

入されるのが、「保険加入の義務付け」の原則である。国民は、民間保険プラン

であれ公的なプログラムであれ、何らかの保険に加入することが義務付けられ

る。加入しない場合には、罰金が課されることとなり、その額は２０１４年時点で
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年間９５ドル、あるいは家計所得の１％である。罰金の額は、その後、段階的に

引き上げられることになる３８。コストは十年間で９�４００億ドルとされ、その財源

は、高額保険プランに対する課税、メディケア給与税の引き上げ、製薬産業、

医療機器メーカー、民間保険業界に対する資金拠出の義務付け、メディケア予

算の削減などによって賄う。その他、改革の主な内容は、以下の通りである。

　第一は、「保険取引制度（���������	
�������
������）」の創設である。これは、

無保険者が、手ごろな値段で、また自らの自由な選択を通じて、保険を購買で

きるようにするためのものである。具体的には、サービス内容や自己負担額を

一定程度標準化したうえで、無保険者に十全な情報を提供し選択を容易にする

ことによって、保険プラン間の市場競争を図ることを目的とする。

　第二は、主に低所得者層を対象とした、補助金の提供である。保険加入を義

務付けるとはいっても、そのような経済的余裕に恵まれていない人間も多い。

そのため、改革法のなかには、「保険取引制度」を通じて保険に加入する低所得

者をサポートするための、税額控除（��������	�）というかたちでの補助金の提

供が盛り込まれている。

　第三は、低所得者を対象とする医療扶助制度である、メディケイドの拡張で

ある。現行の制度では受給資格のなかった親、さらには子供のいない成人層に

も、新たに受給資格が付与されることになる。具体的には、連邦の貧困レベル

１３３％までのすべての国民に、受給資格が付与される。その費用は、２０１６年ま

では、全額連邦政府が負担するが、その後その割合は段階的に縮小され、最終

的には９０％となる。

　第四に、民間保険プランに対する規制が強化される。すなわち、既往症を理

由に加入希望者を拒絶したり、その分高い保険料を徴収することは、禁じられ
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る。民間の営利保険の場合、健康状態の悪い人間を加入させることは「損」と

なるため、そうした人間の加入を拒絶する、あるいはその分保険料を釣り上げ

る傾向にある。今回の改革によって、こうした行為は禁止されることになる。

６ ，おわりに：今後の展望

　以上、本論では、オバマ政権の医療改革が「保険加入の義務付け」案に沿っ

たものとなった背景要因に関して、州レベルでの改革の影響と、穏健派の台頭

に伴う民主党の政策的変化の２つに焦点を当てつつ、明らかにしてきた。それ

は同時に、今回導入が決まった国民皆保険が、基本的に既存の民間保険を中心

とした医療制度に依拠したものとなったこと、換言すれば、公的な医療保険で

はなくむしろ民間保険を中核とした、「アメリカ型」とでもいうべき独特の制

度となったことの背景要因について、明らかにする作業でもあった。

　では今後、改革はどのように進展していくのだろうか。この点に関しては、

実は不透明な部分が多い３９。とりわけ重要なのは、「保険加入の義務付け」原則

の導入や、「保険取引制度」の開始といった、改革法の中核的な部分が実施に

移されるのは、実は２０１４年の１月１日以降である点だ４０。その間には、二回の

議会選挙と、一回の大統領選挙がある。そのなかで、今回の医療改革に対する、

国民の審判が下されることになる。この選挙結果次第では、たとえば、共和党

が議会で過半数を握り、２０１２年の大統領選挙でも勝利を収めれば、法律の内容

が修正される、あるいは最終的には白紙に戻される可能性も、ないとはいえな

い。世論調査の結果などからみても、アメリカ国民の間には、今回の改革が深
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刻な財政赤字の拡大につながるのではないか、あるいは自分たちが受けること

のできる医療サービスの制限や質の低下につながるのではないか、との懸念が

根強く存在する。民主党やリベラル勢力にとって、今後も息の抜けない状態が

続くことになろう。

　また、主に共和党が知事を勤める州の知事および司法長官が、「保険加入の

義務付け」は憲法違反である、として、最高裁判所に訴訟を提起している点も、

重要である。すでに、議会審議中から、共和党はそのような主張を展開してい

た。たとえば、オーリン・ハッチは、上院の財政委員会における審議中に、議

会は国民に対して、自らのお金を用いて何を買うべきか、命令する権利はない、

と主張し、「もし、われわれが、アメリカ人に対して何らかの製品を購買する

よう命令する権力を持っているならば、なぜわれわれはエコカー買い替え補助

金制度を必要とするのか」と述べた４１。また、１２月２３日、上院で法案が可決成

立する前日には、否決されたものの、共和党のジョン・エンサインが、保険加

入の義務付けは憲法違反である、との「議事進行上の問題」を提起した４２。改

革法の成立以降も、共和党系が知事を勤める州の知事および司法長官が、「保

険加入の義務付け」は憲法違反である、との訴訟を起こしている。その数は、

現時点で２０以上にのぼり、全国自営業者連合（���������	
�
��������
����
�
��
���

��������）も、訴訟の提起に加わっている４３。

　今回、訴訟を提起した側の主張の中核をなすのは、先のハッチの発言に象徴

されるように、ひとびとに特定の生産物を購買することを義務付けるという政

策は、憲法違反にあたるのではないか、というものだ。たしかに、自動車の運
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転手に対して、自動車保険への加入を義務付ける法律は存在する。しかし、ひ

とびとは、自動車を購買・保有しないという行為を選択できる。「保険加入の

義務付け」の原則には、そうした選択肢はない。「この国の歴史のなかで、連邦

政府がすべてのアメリカ人に対して、民間の会社と契約するように義務付けた

ことはない」。すなわち、保守派の反対意見は、①個人が行動しないこと

（����������）―この場合は医療保険を購買しないこと―は州際通商（�����������

��������）とは認められないため、議会はそれを通商条項（�����������	
��）

によって規制する権限をもたない、②保険に加入しない場合に、法律が課して

いる財政的なペナルティは、税金を定め徴収する議会の能力を超えている、と

いった点にあった４４。

　こうした訴訟の判決結果がどのようなものになるか、現時点ではあきらかで

はない。いずれにせよ、今回導入が決定された、「保険加入の義務付け」案に依

拠した「アメリカ型」とでもいうべき独特の国民皆保険制度が、今後、国民の

いかなる審判にさらされ、またどのように実施に移されていくのか―アメリカ

の医療政策は、まさに「百年に一度」の大きな節目を迎えているといえる。
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